和　解　協　定　書

株式会社　　　　　　　　（以下「甲」という）と　　　　　　　（以下「乙」という）及び

労働組合（以下「丙」という）とは、甲乙間の雇用契約関係に関わる民事紛争（以下「本件紛争」という）に関して、以下の通り合意したので、和解協定書（以下「本協定書」という）を交わす。

（退職日）
第1条　甲乙丙は、甲乙間の雇用契約を平成　　年　　月　　日（以下「退職日」という）限

り、合意解約したことを確認する。
（解決金）
第2条　甲は、乙に対して、本件紛争の一切の解決金として金　　　万円を支払うものとし、
これを平成２１年月　　日限り、丙の指定する下記の預金口座に振込送金する方法で支
払う。なお振込手数料は甲の負担とする。
　銀行名、支店名　　　　
預金の種類　　　　　　
　口座番号　　　　　　　
　名義人　　　　　　　　
（雇用保険離職事由）
第3条　甲は本件紛争に関し、雇用保険の離職証明書の離職事由は、事業主からの働きかけに
よる退職勧奨で処理する。
（退職日までの給与）
第4条　甲は、退職日以降、同年　　月　　日までの通常の計算方法（日割り）による月極給
料を同年　　月　　日限り、乙の指定する下記の預金口座に振込送金する方法で支払う。
　銀行名、支店名　　　　

預金の種類　　　　　　

　口座番号　　　　　　　

　名義人　　　　　　　　
（守秘義務）
第5条　甲乙及丙は、本件紛争及び本協定書の成立および内容を第三者に開示、漏洩しないものとする。
（誠実義務）
第6条　今後甲乙丙は互いに誹謗中傷しないものとし、甲は乙の不利益となる情報を開示せず、第三者から乙の退職原因を問われた場合には、円満退職したことのみを告げるものとする。

２　乙は甲の営業秘密および個人情報にかかる資料は、正本、複写等の別を問わず、すべて甲に返却しており、現在は一切所持していないことを誓約すると共に、甲の在職中に知り得た会社の営業秘密および個人情報について、甲が特に許可した場合を除き、退職後も他に漏洩しないものとする。
（清算条項）

第7条　甲乙丙は、本協定書に定めるほか、甲（甲の関連会社及び甲とその関連会社の役員、従業員、株主を含む、以下同）乙間、甲丙間において、何らの債権債務がないことを相互に確認する。
　　２　退職日以降、甲の施設内に乙の私有物がある場合、乙は甲にその処分を委任する。

　以上の合意が成立したので、本協定書を３通作成し、甲乙丙それぞれ署名または記名押印して、各１通を保管するものとする。

平成　　年　　月　　日
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